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＜総説＞

抄録
社会の課題解決のために提案されたソーシャル・マーケティングの概念およびその手法が公衆衛生

分野に応用されるようになって久しく，その有効性に対するエビデンスの蓄積が国内外で進んでいる．
ソーシャル・マーケティングは，「事前調査」「戦略決定」「プログラム開発」「実行」「評価」といっ

た手順に沿い，系統的な計画に基づいて進められる．まず事前調査では，現状分析のために組織内部
の弱み（Weakness）のみならずその強み（Strength）および組織外部に存在する機会(Opportunity)と
脅威（Threat）をマトリックスにしたSWOT分析や，各要因を掛け合わせたクロスSWOT分析が用い
られる．その後，集団をいくつかの小グループに分割したうえで（セグメンテーション），TARPARE
モデルなどを用いて優先度の高いグループを選択する（ターゲティング）．選択したグループに属す
る対象者にインタビュー等を行ってその考えや価値観を探り，対象者にとっての利益や障壁（行動変
容との「価値交換」が起きうるもの）が何か・推奨する行動との「競合」が何かを探る．対象者の視
点を理解したうえでマーケティング・ミックスの 4P：Product（製品）, Place（場）, Price（価格）, 
Promotion（プロモーション)を統合的に用いて介入戦略を決定し，計画に沿って介入を実行する．介
入後は実際にどの程度の行動変容が起きたかをアウトカムとした評価を行う．このプロセスは他の行
動理論やフレームワークともオーバーラップする部分もあり，ソーシャル・マーケティングでは多様
な理論や技術を有機的に統合して用いることも推奨されている．

本稿ではソーシャル・マーケティングとそのプロセスについて概説したのちに，市町村で介護予防
施策にソーシャル・マーケティングを取り入れる際の流れについて，想定事例を用いて解説する．こ
れらを通じて，ソーシャル・マーケティングの考え方を保険者機能強化にどのように活用できるかを
論じる．

キーワード： SWOT分析，セグメンテーション，TARPAREモデル，ターゲティング，マーケティング・
ミックス

Abstract

Social marketing, originally designed to address social issues, has found significant application in the field 
of public health. The effectiveness of this approach has been increasingly supported by evidence accumulated 
over time.

Social marketing operates within a structured framework comprising the following key stages: “preliminary 

特集：介護保険における保険者機能強化の現状とこれから
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I．ソーシャル・マーケティングとは

ソーシャル・マーケティングは，マーケティングの一
分野として 1970 年代初頭より用いられてきた概念であ
る．マーケティングはもともと企業に経済的な利益をも
たらす製品やサービスを開発して販売することが目的で
あった．アメリカマーケティング協会は，マーケティン
グを「顧客，取引先，パートナー，社会全体にとって価
値のある提供物を創造し，伝達し，提供し，交換するた
めの活動，一連の制度，プロセス」と定義している[1]．
この考え方を応用して，Philip Kotlerらは1971年に「ソー
シャル・マーケティング」という用語を「社会的な課題
や考え，行動などを前進させるために，マーケティング
の原則と手法を利用すること」と定義づけて用いた[2]．
その後 1980 年代頃から，環境問題や公衆衛生分野にお
いて，国際機関でもソーシャル・マーケティングの応用
が推進されるようになった．1990 年代には各国の大学
でソーシャル・マーケティングのプログラムが確立され，
2000 年代からは主要な社会政策のプログラムやシステ
ムの基本骨格として用いられるようになり，その応用が
国際的に拡大した[3]．現在では複数のシステマティッ
ク・レビューによって，保健医療領域でのソーシャル・
マーケティングを用いた介入は行動変容に対して有効で
あると結論づけられている[4-6]．

日本でも1990年代後半より，ソーシャル・マーケティ
ングの概念が保健分野で活用されるようになった．例え
ば田村らは，老人保健計画の認知度向上のために，デー
タの解析結果から層別に具体的なアプローチの方法を変
える，といった取り組みを報告している[7]．また 2000
年からの国の健康施策である健康日本 21 にもその概念
が取り入れられている[8]．近年では自治体における身

体活動促進や禁煙，がん検診受検割合向上などに関する
保健活動にソーシャル・マーケティングを応用し，その
有効性を疫学的に精緻に評価したKamadaらやMizotaら
による報告などがみられている[9,10]．

ソーシャル・マーケティングはヘルスプロモーション
に関する他の多くの行動変容理論やフレームワークとも
共通する要素を有している．例えば，ソーシャル・マー
ケティングは，実施主体によるトップダウンのアプロー
チではなく，「対象者（メッセージや取り組みの受け手）
中心主義」のボトムアップのアプローチである点が挙げ
られる．また，意識や知識，意図の変化では不十分で，
実際の行動を主要アウトカムにおいている．効果評価と
モニタリングを反復することで持続可能性が向上する．
さらに対象者の行動はその友人や家族，政策決定者など
の影響も受けるため，そのような集団も考慮に入れるこ
とでプログラムの効果を高められる可能性がある．これ
らの要素は他の理論やフレームワークでも強調される点
である[11]．

一方で，ソーシャル・マーケティングにはいくつかの
固有の原理が存在する．一点目に，取り組みの効率・効
果を高めるために，集団をいくつかに分割して（セグ
メンテーション），優先度の高い小集団を選択すること
（ターゲティング）が挙げられる．二点目に，対象者は，
自分が価値と捉える利益を得るか，あるいは重要とみな
す障壁を低減させる「価値交換」によって，推奨する行
動をとる，という考え方がある．三点目に，「競合」（他
の選択肢・望ましくない行動）を認識し，推奨する行動
が対象者にとって最も価値が高いと感じられるように提
案することが重要であるという点．四点目に，マーケ
ティング・ミックスの「4P：Product（提供する物やサー
ビス），Place（場），Price（価格），Promotion（プロダ

research,” “strategy,” “program development,” “implementation,” and “evaluation. In the preliminary research 
phase, a SWOT analysis was utilized to assess the current situation. This involves an examination of both in-
ternal “Strengths” and “Weaknesses” within the organization, as well as external “Opportunities” and “Threats.”

Subsequently, the entire population is segmented into multiple subgroups, with priority groups identified 
using methodologies such as the TARPARE model. Members of these prioritized groups are interviewed to 
explore their perspectives, values, and to identify potential benefits or barriers to behavior change (potentially 
facilitating a “value exchange”). Any conflicts (“competition”) with recommended behaviors are also pinpointed 
through these interviews. The insights gathered from the target audience guide the formulation of interven-
tion strategies by integrating the 4Ps into the marketing mix: Product, Place, Price, and Promotion. These 
strategies are then put into action according to the established plan. After the intervention phase, an evalua-
tion was conducted to determine the actual degree of behavioral change.

This paper provides an overview of social marketing and its associated processes. The subsequent dis-
cussion illustrates the incorporation of social marketing into preventive measures for long-term care at the 
municipal level using a hypothetical case study as an example. This study highlights how social marketing can 
strengthen long-term care insurersʼ function, offering a comprehensive understanding of its potential applica-
tions in the field.

keywords: SWOT analysis, segmentation, TARPARE, targeting, marketing mix
(accepted for publication, November 20, 2023)
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クト提供の促進）」を統合的に用いて行動選択を支援す
ることがある．行動変容を促進するためには，選定した
対象者の行動に対する認識を理解し，障壁を減らし，か
つ対象者が重要と考える利益を増やすことが必要である．
このことがソーシャル・マーケティングの基本的なアプ
ローチであり，効果的な戦略を展開する上での鍵となる
[12]．

II．ソーシャル・マーケティングのステップ

ソーシャル・マーケティングを用いたプログラムの実
施には綿密なプランニングが必要である．プランニング
によって，プログラムの内容や対象者の選択理由，評価
計画などをチームで共有し，他への説明責任を果たすこ
とが可能である．ソーシャル・マーケティングの適用手
順についてはこれまでにいくつかの提案がなされている
が，いずれも概ね以下の 5 つの局面に集約される： 1.事
前調査，2.戦略決定，3.プログラム開発，4.実行，5.評
価[13]．なおプロセスは必ずしも一方向に進むとは限ら
ず，しばしば繰り返したり，進捗の途中で戻る場合もある．

1  ．事前調査：課題の整理とSWOT分析を用いた現状
分析
まず，プロジェクトが取り組もうとする社会的課題

を明らかにし，プランの開発に至った背景を整理する．
データに基づき，何が問題であり，それがどの程度深刻
なのか，といった情報や事実を記述する．そのうえでプ
ロジェクトの主な目的，すなわち「プロジェクトが何を
変えようとするのか」を明確にして，その目的達成に最
も貢献すると思われる「焦点」をいくつかの候補の中か
ら選択する．選択する焦点は，①行動変容を引き起こす
可能性が高い，②取り組みの余地が十分にある，③組織
の文化や能力に適合する，④資金獲得ができる可能性が
高い，⑤社会的課題の改善に最も貢献する可能性が高い，
といった条件を満たしていることが望ましい．

プロジェクトの背景と目的が明らかになった際には，
現状分析を実施する．現状分析では，プランニングの意
思決定に影響を与えると考えられる組織内部の「強み
（Strength）」「弱み（Weakness）」，および組織外部の「利
用できる機会（Opportunity）」と「脅威（Threat）」を検
討する（図1）．この分析は，前述の4要素の頭文字を取っ
てSWOT分析として知られている[14]．

SWOT分析においては，まず，プロジェクトのその後
のプランニングに影響すると思われる実施組織の内部要
因（資源：人・モノ・資金・情報・技術など，サービス
を提供するチャネル，過去の経験や組織風土など）に関
する「強み」と「弱み」を抽出する．さらに，人々に影
響を与える（可能性のある）社会条件である外部要因
（自然・文化的・技術的・経済的・政治的・人口統計学
的環境）として，「利用できるチャンス・機会（O）」お
よび警戒すべき「脅威（T）」をリストアップする．さ
らにこの 4 つの要因を掛け合わせること（クロスSWOT
分析）によって，選択すべき戦略を明確にできる（図2）．
これらの分析は単独で作業するよりも，組織のメンバー
間の相互理解が深まることから，複数の人が考えを出し
合うというプロセスが推奨される．

2  ．戦略決定：セグメンテーションとターゲティング，
目標設定
事前調査による現状分析の後は，プロジェクトを効率

よく進めるための戦略を詰めるステップが必要である．
まずプロジェクトの対象に最も適した，特定の優先すべ
き集団（地区など）を選択する．優先対象集団（オーディ
エンスとも呼ばれる）の選定には，全体の集団をいくつ
かの異なる特性を持つグループ（セグメント）に細分化
し，各セグメントを複数の観点から評価して選択するセ
グメンテーションが用いられる．評価軸には様々な項目
が考慮される可能性があるが，一例として，TARPARE

好影響 悪影響
内部環境 強み （Strength）

事業活動に貢献・寄与す
るポジティブな内部環境

弱み （Weakness）
事業活動に貢献・寄与し
ない（障害となる），ネ
ガティブな内部環境

外部環境 機会 （Opportunity）
事業活動に貢献・寄与す
るポジティブな外部環境

脅威 （Threat）
事業活動に貢献・寄与し
ない（障害となる），ネ
ガティブな外部環境

図1　SWOT分析

内部環境
強み（Strength） 弱み（Weakness）

外
部
環
境

機会
 （Opportunity）

強みを活かして機会
を利用できる施策
（積極的攻勢）

強みを活かして，脅
威に対抗できる施策
（差別化戦略）

脅威 （Threat） 弱みを踏まえて，機
会を活かすことがで
きる施策
（段階的施策）

弱みを踏まえて，脅
威を避けることがで
きる施策
（専守防衛・撤退）

図2　クロスSWOT分析

説明
T Total number in segment（総人口） セグメントの人口
AR Proportion of” At Risk” persons in the 

segment（危険度）
セグメントの中で
リスクを持つ人の
割合

P Persuasibility of the target audience（説
得可能性）

説得により，行動
変容できる対象者
か（介入効果がど
れだけ期待できる
か）

A Accessibility of the target audience（到
達可能性）

対象者にはアクセ
スしやすいか（簡
単に出会える人び
とか）

R Resources required to meet the needs of 
the target audience

対応するための資
源は十分か

E Equity（公平性） 弱い立場の人々に
も効果的か

図3　TARPAREモデル
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法では規模（Total number in segment），危険度（At Risk 
status），説得可能性（Persuasibility），アクセス可能性
（Accessibility），必要な資源（Resources），社会的公正
性（Equity）の各項目についてスコアリングする方法な
どが採用されている（図 3）[15]．各項目の中で特に重
視したいものがあれば，重みづけを用いて点数付けを行
うことも許容されている．このような多面的な評価に基
づいて，優先的に対応する集団を選択することで，プロ
ジェクトの効率や効果を向上させ，適切な資源配分や戦
略開発が期待できる．

なお，自治体などの公的機関が対象集団の選択を行う
ことに対して，「特定の集団だけに対する集中的な取り
組みをすることは『不公平』ではないか」，という意見
が提起されることがある．しかし課題が大きく対応すべ
き集団が存在する場合，そこに限りある資源を集中させ
ることは「公平（equality）」ではなくとも「公正（equity）」
であると考えられるかもしれない[21]（図 4）．また，年
齢層別の健康づくりの取り組みなどは通常から実施され
ており，それを他の属性による分類に拡張したものと捉
えることもできるだろう．このような「不公平だ」とい
う意見に対処する際には，選んだ優先対象集団に対して
集中的な取り組みを行うことの必要性や正当性について，
客観的な地域診断データを用いて健康格差縮小という視
点から説明することが有効であろう．また，将来的には
現在のプロジェクトで対象としないセグメントもいずれ
は対象とする（取り組みを拡大する）計画を説明するこ
とも検討すべきである．

戦略決定の際には，プロジェクトにおいて優先対象集
団にどのように変わって欲しいかに関する「目標」を設
定することが後の効果評価の上でも重要である．目標
は，行動（対象集団に行ってほしい行動/やめてほしい
行動）に加えて，知識（対象集団に知っておいて欲しい
こと），信念（優先オーディエンスの感じ方や態度に関
すること）についても設定できる．達成したいレベルと
して設定する具体的なゴールは「SMART」な，すなわ
ち具体的で（Specific）・測定可能で（Measurable）・誰

が行うか指定でき（Assignable）・実現可能で（Realistic）・
期限を設けたもの（Time-related）であることが望まし
い[16]．

またマーケティングを成功させるためには，「対象者
中心」であることが重要である．「対象者中心」のプロ
ジェクトを実施するためには，その視点や価値観を理解
するための調査（1 対 1 やフォーカス・グループでのイ
ンタビューや，書面によるアンケートなど）が欠かせな
い．優先対象者の視点とは，今どういう行動を好み（「競
合」となる行動が何か），推奨行動に対して感じている「障
壁」が何か，推奨行動を取ることと引き換えに望む（価
値を置く）「利益」が何か，推奨行動を取ってみる気に
させる「動機となるもの」が何か，といった要素である．
また対象者がその意見に耳を傾け・行動を見習うような
「重要な他者」がどのような人か，その「重要な他者」
が推奨行動に対してどのように考えて行動しているかを
知ることも戦略上重要である．

3  ．プログラム開発：ポジションステートメントの作
成とマーケティング・ミックス
まず，推奨行動に対して対象者にはどのような利益と

価値を感じてもらいたいかの位置づけを行う（ポジショ
ンステートメントの作成）．これがマーケティング・ミッ
クス戦略の基盤となる．

マーケティング・ミックスの 4Pは，対象者に推奨行
動を受け入れてもらうためのツールである．推奨行動に
対して対象者の「障壁」を取り除き，かつその行動と引
き換えに得られる「利益」を提供するためには，以下
4Pの要素について，より効果の高い働きかけとなる最
適な組み合わせを選定する必要がある．
①提供する物やサービス（Product）：対象者へのインタ

ビュー等で把握した，そのニーズやウォンツを満たす
ために提供できるもの（魅力的な提案）である．以下
に示す 3 つのレベル：①コアプロダクト（対象者が推
奨行動と引き換えに得たいと思っている究極の利益や
価値）・②実体プロダクト（推奨行動を起こしやすく
する物品やサービス）・③付加プロダクト（推奨行動
を促進するために追加で提供される物品やサービス）
に分類することができる．

②価格（Price）：推奨行動に対して感じる「障壁」（コ
スト）のこと．推奨行動の採用に必要な物品やサービ
スの購入に必要な金銭的コストのみならず，時間・労
力・心理的なハードルなどの非金銭的なコストも考え
る必要がある．価格における戦略は，推奨行動にかか
るコストに対する利益をどのように相対的に高める
か・競合行動のコストパフォーマンスをどのように下
げるかを考慮することになる．具体的には，推奨行動
によって得られる金銭的利益（ギフトカードの提供な
ど）および非金銭的利益を増やす（コミットメントや
表彰などによる自尊心や社会的評価の向上）といった
インセンティブ付けや，推奨行動にかかる金銭的コス

図4　公平と公正 [21]
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トを減らす（割引やクーポン券の提供）・非金銭的コ
ストを減らす（既存の活動に新しい活動を織り込んで
時間を削減させるなど）といった逆インセンティブを
用いることが考えられる．また競合行動に対しては罰
金や増税などで金銭的コストを増加させたり，ネガ
ティブな社会的評価を与えることによって非金銭的な
コストを増加させる，という戦術もある．

③場（Place）：対象者が推奨行動を行う（あるいは関連
する物品やサービスを受け取る）場所や時間を指す．
対象者のアクセスを向上させ，推奨行動および関連物
品やサービスの受け取りを容易にする機会を創出する
戦略を考えることが必要である．これには，それらの
物品やサービスを対象者に提供する手段（分配チャネ
ル）を拡充するといった方策も含まれる．

④プロモーション（Promotion）：対象者を説得するコ
ミュニケーション戦略を指す．プロジェクトが伝えた
いこと（メッセージ），メッセージを伝える人びと（メッ
センジャー），メッセージを伝えるためのロゴやグラ
フィックなどの具体的な表現（クリエイティブ戦略），
メッセ―ジが提示される場や媒体・時期（コミュニ
ケーションチャネル）がその構成要素となる．プロジェ
クトが提供するものを対象者に知ってもらい，利益が
あると感じてもらい，実際に行動に移してもらうこと
が，プロモーションの目的となる．効果的なコミュニ
ケーションを生むためのクリエイティブ戦略にはいく
つかのコツがある．例えば単純で明確なメッセージを
使う，パーソナルで具体的なメッセージにする，驚き
を与える，疑問形を使う，ストーリーを使う，利益を
強調する，脅威をアピールする場合は信頼のおける情
報源からの解決策を提示する，優先オーディエンスの
心理属性的特性に訴える，といったことが挙げられる．
これらはヘルスコミュニケーション分野での知見の蓄
積が進んでいる[17,18]．プロモーションが期待される
目標を達成できるか，また誤ったメッセージを伝えて
いないか，特定の集団を傷つけたり貶めたりするよう
なメッセージとなっていないか，などについて複数の
目で検討するために，プロジェクトの実施前に一部の
対象者（および対象者に近い属性の方）に事前にチェッ
クしてもらうことが望ましい．

4 ．実行
ここまでで決まったプランを実施するために必要な資

金を計算し，調達可能な資金と比較する．比較結果に基
づいてプラン内容の見直しや，追加の資金調達を計画す
る．また，具体的な活動にマーケティング戦略を落とし
込んだ文書を作成する．この文書には，誰が，何を，いつ，
どのくらいの費用で実行するかを詳細に記載する．それ
により，活動開始後に方向性や進捗の確認を行うことが
容易になる．

5 ．評価
プロジェクトの成否を評価するためには，事前にどの

ような測定を・いつ・誰に対して行うかを事前に計画し
ておく必要がある．測定はインプット（キャンペーンに
投入された資源）・アウトプット（キャンペーンのため
に行われた活動，プロセス評価ともいわれる）・アウト
カム（対象集団の反応と変化）・インパクト（プロジェ
クトの目的への貢献）の4つのカテゴリにわたって行う．

これらのステップをより詳細に進めるためには，ワー
クシートを用いてプランニングを進めることもできる
（引用文献[19]からダウンロード可能）．ただしここま
での綿密なステップを，保険者が単独で調査を行いなが
ら計画を立て，実施し，評価していくことは難しい場合
も考えられる．都道府県等の保険者に対する支援者が，
各段階で保険者に伴走しながら各ステップを進めていく
ことが望ましい．

III． ソーシャル・マーケティングを活用した
保険者機能強化の具体例

ここまでに述べたソーシャル・マーケティングの考え
方とステップを用い，どのようにして保険者機能強化を
行うかについて，ある市町村（A町）の介護保険課によ
る取り組みのプロセスを仮想事例として具体的に記述す
る．

1 ．事前調査
A町では長年，介護予防やコミュニティの形成といっ

た活動に力を入れてきた．要介護認定率も順調に低下し
ていたが，ある年を境に，要介護認定率が上昇傾向に転
じ，これにより町の介護保険課は危機感を募らせた．課
の担当者が感覚的に進めてきた介護予防事業を今後どの
ように展開していくべきか，介護予防事業の抜本的な見
直しやその効果評価が急務となり，課内の保健師が偶発
的に知り合った研究者へ相談した．

相談の結果，まず町の現状を把握して戦略的に課題に

好影響 悪影響
内部環境 強み（Strength）

・ ボランティアへの参加
割合が高い

・住民同士の信頼が高い

弱み（Weakness）
・ 閉じこもりの割合が他

の市町村に比べて高い
・ 中山間部で特に閉じこ

もりの割合が高く，市
町村内の格差が存在す
る

外部環境 機会 (Opportunity)
・ 他の課と定期的に情報

および意見交換を行う
場がある

・ 研究機関との連携を通
じ て， 情 報 や ネ ッ ト
ワークを利用できる

脅威（Threat）
・ 特に中山間地では高齢

化率が上昇し，人口が
減少している

図5　SWOT分析（A町の例）
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取り組むのが良いという話に至り，「見える化システム」
や「保険者機能強化推進交付金に係る評価指標（インセ
ンティブ交付金指標：市町村分）」による市町村のデー
タ確認，および地域在住高齢者に対する郵送自記式調査
を行った．収集したデータから，A町ではボランティア
への参加割合が高く，住民同士の信頼が高いという強み
が浮かび上がった．その一方で，「閉じこもり」高齢者
の割合が他の市町村に比べて著しく高いことが判明した．
A町は風光明媚だが高齢化と人口減少が急激に進行して
いる中山間地と，幹線道路沿いの比較的若年者が多く居
住する平坦地に大きく二分される．閉じこもりの傾向は
特に中山間地で多くみられ，町内の地区間の差も大きく
なっていることが明らかになった．

この結果および町の状況を踏まえて，介護保険課内で
協議を行い，SWOT分析・クロスSWOT分析を実施した
（図 5 ，6）．その結果，ボランティアがさらに活躍でき，
高齢者が積極的に出かけたくなるような場づくりを進め
るため，他の課との協力体制を構築しながら取り組んで
いくことが望ましい，という結論に至った．

2 ．戦略決定
収集した高齢者のデータを詳細に分析した結果，中

山間地の中でも特に閉じこもりの多い 3 地区が浮かび上
がった．このため，モデル事業を通じて集中的な取り組
みを行う「優先対象地域」を選定するために，介護保

険課内でTARPAREモデルを用いて各地区の点数付けを
行った（図 7）．その結果，閉じこもりの割合が最も高
いのはC地区で，アクセスはD地区が良好であったもの
の，人口規模や他課での取り組みに関する資源の利用可
能性，公平性などの観点からはＢ地区の優先度が高かっ
た．このため，A町では最初にB地区を優先対象地域と
して選定する方針が決定された（ターゲティング）．

取り組みで焦点を当てる閉じこもり（外出頻度が週 1
回未満）の高齢者の割合について，具体的な数値目標
（ゴール）を短期・中期・長期にわたり設定した．さら
に地区間の格差も経年的に縮小させられるように，地区
ごとの目標値も設定し，これらの数値目標を次期の介護
保険事業計画に盛り込んだ（図8）．

3 ．プログラム開発
B地区で取り組み開始に際し，地区住民を対象に複数

回の意見交換会を実施した．これらの会では，調査デー

内部環境
強み（Strength）
・ 高齢者のボランティアへの参加割合が

高い
・住民同士の信頼が高い

弱み（Weakness）
・ 閉じこもりの割合が他の市町村に比べ

て高い
・ 中山間部で特に閉じこもりの割合が高

く，市町村内の格差が存在する
外
部
環
境

機会 （Opportunity）
・ 他の課と定期的に情報および意見交換

を行う場がある
・ 研究機関との連携を通じて，情報やネッ

トワークを利用できる

強みを成長機会に活かす
他の課と連携して，ボランティアがさら
に活躍できる場を模索する．
ボランティアの健康効果について，専門
家から講話を頂く

機会を活かすために弱みを補強する
閉じこもり対策のために，他の課とも連
携した取り組みを検討する．閉じこもり
に有効と考えられる取り組みを紹介して
もらう．

脅威 （Threat）
・ 特に中山間地では高齢化率が上昇し，

人口が減少している

強みを活かして脅威を乗り切る
高齢者自身による住民主体の活動を進め
てつながりを強化し，地域の力を育む

弱みを踏まえて，脅威を最小化する
閉じこもり対策になるような，高齢者が
出かけたくなる場づくりを進める

図6　クロスSWOT分析（A町の例）

指標（例） B地区 C地区 D地区
T：説総人口 高齢者の人口割合（％） 3.4％ （2） 1.7％ （1） 5.9％ （3）
AR：危険度 閉じこもりの割合（％） 16.8％ （2） 22.5％ （3） 14.1％ （1）
P：説得可能性 健康意識・経済状況等．B地区は健康意識が高い 3 2 1
A：到達可能性 事業や地域活動の展開の容易さ．役場からのアクセスはD地区

が良好．
2 1 3

R：必要な資源 住民活動の活発さなど．
Ｂ地区では他課の事業が開始される予定がある．

3 1 2

E：Equity
社会的公平性

独居者の割合（％） 35.4％ （3） 24.0％ （2） 17.6％ （1）

総得点 15 10 11
各項目を3点満点で採点し，総得点を算出

図7　TARPAREモデルを用いた点数付けによる優先対象集団の選択例

平坦部 中山間部 割合の差 割合の比
現状 6.1％ 11.1％ 5.0％ポイント 1.83倍
3年後（短期） 6.0％ 10.1％ 4.1％ポイント 1.68倍
6年後（中期） 5.5％ 9.0％ 3.5％ポイント 1.64倍
9年後（長期） 5.0％ 8.0％ 3.0％ポイント 1.60倍

図8 　A町の介護保険事業計画に明記された「閉じこも
り」割合の目標値
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タを元に地域の課題について話し合い，住民から課題解
決のアイディアを募った．参加者からは「出かけたくな
い特段の理由があるわけではなく，外に出かけるきっか
けがないために，家にこもりがちになってしまう」とい
う声が聞かれた．これは明確な「競合」の存在によって
外出しない，ということではないと考えられた．また「家
から出かけたくなるような，楽しいイベントを企画して
は」「一人暮らしだと食事が寂しいので，皆で集まって
美味しいごはんを食べたい」といった声が挙がった．つ
まり「楽しい・美味しい」といった「快」を感じること
が地域の高齢者にとっての「利益」になりうると考えら
れた．さらに「廃校になった学校を活用した通いの場を
作るのはどうか」といった提案もなされた．数回のワー
クショップを通じて，当初「高齢化が進んでしまい，今
後どうしたら良いかわからない」といった悲観的・消極
的な発言が多かった住民からも，データに基づいたワー
クや意見交換を行っていくうちに，地区の強みや資源を
改めて確認でき，「B地区の隠れた魅力を他の地区の人
にも知って欲しい，自分たちの力で事業を継続し地区の
活気を取り戻したい」といった積極的なニーズを引き出
すことができた．

そこで介護保険課では「私たちは，B地区で暮らして
いる高齢者に，外出は人とのつながりの維持になり，健
康的で楽しいものであると感じて欲しい」といったポジ
ションステートメントを作成し，マーケティング・ミッ
クス戦略の開発に取り組んだ．閉じこもり対策のために
提供するサービス（Product）は，住民ボランティア主
導で行われるイベントや体操・学習会などの活動を行っ
た後に，参加者皆で昼食を取る「通いの場」活動とした．
この活動は，高齢者にとっての外出のきっかけになるこ
とを狙ったものである．価格（Price）は，所得の少な
い高齢者でも気軽に参加できるように，昼食込みの参加
費を一回500円に設定した．場所（Place）は，地域の高
齢者が馴染みのある場所として，廃校となった小学校を
再整備し，給食室を昼食調理に活用する方針とした．プ
ロモーション（Promotion）では，「みんなが「ただいま」
と言いたくなる元気なＢ地区に」をキャッチフレーズと
して，地元の美しい景色を背景にしたポスターやロゴを
制作し，広報誌やSNSでの情報発信を行い，新たな通い
の場へ出かけてみたいと思わせるPR活動を展開した．

4 ．実行
廃校のリノベーションや活動のための備品整備，人材

育成には，県の過疎地域活性化のモデル事業に対する補
助金を獲得して効果的に活用した．この補助金は，過疎
が進行する地域における住民主体の取り組みを 1 年間支
援し，その後の自立した住民活動を奨励するものであっ
た．住民ボランティアの育成をさらに進め，住民によっ
て「Ｂ地区活性化協議会」が設立された．活性化協議会
のもとには加工部・農産物生産部・体験交流部などのい
くつかの部会が作られ，それぞれの部会が連携しながら，

廃校を拠点とした通いの場での給食作成や交流事業など
のイベントを主体的に実施するようになった．補助金の
終了後も，町の一般介護予防事業や地区活性化協議会の
自主事業へ引き継がれて運営が継続されることとなった．

5 ．評価
設置した通いの場に参加する高齢者およびボランティ

アの数は年々増加傾向であった（プロセス評価）．これ
までの介護予防活動には参加がみられなかった高齢者
も，新たな通いの場への参加がみられるようになった．
また計画に従って，事前調査から 3 年ごとに調査を行っ
た．その結果，目標値を大幅に上回る指標の改善がみら
れた（アウトカム評価）．町全体として閉じこもりの高
齢者が大幅に減っただけでなく，地区間の格差も縮小し，
低い水準を維持している（図 9）．A町ではB地区での経
験をもとに取り組みをC地区・D地区へと順次横展開し，
地区ごとの特性に応じた多様な住民主体の活動が展開さ
れている．町の要介護認定率も取り組み実施後から順調
に低下した（インパクト評価）．一度下がった要介護認
定率はその後の自然災害やパンデミック等の危機後にも
大きく上昇せず，A町ではレジリエントなまちづくりを
成功させているといえる．

前述の内容は実事例を背景にして，「ソーシャル・マー
ケティングの視点を組み込むことで，市町村での事業を
どのように進められるか」についての記述を試みたもの
である．都道府県の視点では，「保険者機能をうまく発
揮できているか」という点を課題として，地区を市町村
に置き換えてターゲティングを行い，市町村の特性に合
わせたマーケティング・ミックス戦略を検討し，市町村
の保険者機能強化を支援することも可能と考えられる．

一般的に「マーケティング」という用語は商業的なイ
メージが先行し，地方自治体など公的機関での活用には
適していないと考えられることがある．しかしながら，
大局的には，2017 年の地域包括ケア強化法で示されて
いる，保険者機能強化のための「データに基づく地域課
題の分析」「取組内容・目標の計画への記載」「保険者機
能の発揮・向上（取組内容）」「適切な指標による実績評

図9　A町の「閉じこもり」割合の実測値
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価」という流れとここまでで示したソーシャル・マーケ
ティングのプロセスは大きく変わらない[20]．この流れ
にソーシャル・マーケティングの視点や原則を取り入れ
ることで，より効率的かつ効果的に事業を進めることが
でき，PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを回しやす
くなり，保険者機能の強化にも寄与する可能性が考えら
れる．

利益相反

なし
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